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１．研究計画の概要 
 ヨーロッパにおいては、EC 行政法および
各加盟国行政法が相互に緊密に影響を及ぼ
し合うことを通して、そしてさらに、ヨーロ
ッパ人権条約および人権裁判所の判例に枠
づけられて、｢ヨーロッパ行政法｣と表現でき
る法システムが徐々に形成されつつある。つ
まり、EC 行政法および各加盟国行政法が、
単にヨーロッパ統合の手段として使われる
だけでなく、共通の法原理･法原則を形成し、
それらに基礎づけられたものとなりつつあ
る。本研究は、こうしたヨーロッパ行政法が、
どのような基本原理・基本原則を、どのよう
に形成・発展させて、「システム」としての
姿を見せつつあるかを、明らかにすることを
目的とする。 
 
２．研究の進捗状況 
(1) 行政法の憲法化 
 行政法を「システム」に構成するのは憲法
原理と考えられるが、各加盟国の憲法原理に
共通な部分と異なる部分があることを示す
ために、法治国原理（主観的側面・客観的側
面）、民主政原理、権力分立原理のそれぞれ
が、古典的要素と機能的要素を含むものとす
る静態モデルを立てた上で、行政法のヨーロ
ッパ化は機能的要素をこれまでより重視す
ることを要請するが、その場合にも古典的要
素が限界として働くという動態モデルを構
想した。なお具体例に即した実証を要するが、
行政法のヨーロッパ化に「憲法化」が伴うこ
とを説明し分析するための理論枠組になる
と思われる。 

(2) 行政法システムと知のシステムの関係 
 ヨーロッパ行政法がリスク管理などの分
野で急速に発展する学問および技術にどの
ように対応しているかを分析し整理するた
めに、この分野の理論化が最も進んでいるド
イツ法学を参照してモデルを立てた。すなわ
ち、学問システムと法システムとのシステム
間関係を、法が自由な学問の枠組を形成する
関係、学問のために助成する関係、学問の自
由を制限する関係、そして、学問の参加を求
める関係の 4つに整理し、それぞれの関係に
おいて、学問に適合した手続・組織を形成す
べしとする法原理が働くことを示した。 
(3) 加盟国法とヨーロッパ法との関係 
 加盟国法とヨーロッパ法との間の複雑な
影響関係については、フランスで 2004 年以
後展開を見せている、EC 法と加盟国憲法と
の間の階層関係に関する憲法院・国務院の判
例をいち早く分析した。また、これまで日本
で本格的に研究されてこなかったデンマー
クの計画法および 2007 年の地方自治改革を、
ヨーロッパ法との関係に注意しつつ分析し
た。 
 
３．現在までの達成度 
 ② 対象が極めて広汎にわたるため、すべ
ての論点をカバーするまでには至っていな
いが、理論研究と、各加盟国法との相互関係
も含めた実証分析が、バランスよく着実に進
行している。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 残り 1年なので、研究会など議論の機会を
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増やし、各自まとめとなる成果を仕上げるよ
うに努める。 
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